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　FDIは1990年以降，急速に拡大している（図8）。93年までには60以上の公民混合の企業が売却さ
れ外国資本による中規模企業（ジョイント・ベンチャー）への転換を図った。
　こうした増大するチュニジアのFDIの特徴の一つに，オフショア企業法（1972制定）31の存在があ
る。チュニジアの工業製品の輸出成長はこうしたナフショア企業によってもたらされた部分が多く，
チュニジアの商品輸出の1／3～1／2を占めている。こうしたオフショア企業は資本財や投入財を親企
業から輸入する傾向があるため，チュニジアの国内経済に与える影響は限定されている32。結局そう
した制限を突破するためには，チュニジア国内経済の価格競争力と国際的品質規準にまで自国の製品
を向上させる必要がある。
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　以上のように，チュニジアは構造調整プログラムのもと経済の自由化を推進してきたが，そのなか
でもEUとの自由貿易合意（1995年7月締結）が他のマグレブ諸国に先駆けて前進している国とい
える。推定GDPの4．5％の年間貿易利益がチュニジアに生じ，全体の約80％がEUとの貿易を行っ
ており，チュニジア政府の対応も積極的な側面を見せている。ブーゲラ（Slaheddine　Bouguerra）工
業相は，「2008年までに我が国は新興工業国への仲間入りを果たすことになるだろう。さらにその
後，生活水準をヨーPッパのレベルまで引き上げたい」と表明している33。しかしそれでもなおチュ
ニジアの幾つかの部門において輸入制限（とくに農産物），関税が付加されているため，EUはそう
した障害の除去を要求している34。世銀はEUとの自由貿易合意によりチュニジアは（1）関税，非関税
障壁の除去，（2）ヨーロッパの需要に見合った生産物の標準化，（3）運輸，電信の改善による貿易管理費
のコスト縮減といった利益を享受できると算定しており，EUとともにチュニジア経済の自由化を要
請している35。
　しかしこうしたEUとの接近は一方でマイナス要因に働く可能性がある。　EUの不況，あるいは政
治的理由による何らかの阻害要素が生じたときチュニジアは直接的にその影響を被ることになる。さ
らに，前述した通りチュニジアでの工業化は，主として繊維産業や輸入部品組み立て業（assembly
of　Imported　parts）であり，こうした低付加価値商品生産の構造ではチュニジアの貿易赤字は一向に
改善されないという側面がある。チュニジアのEUに対する関税障壁の撤廃はチュニジアのEU市
場へのより有効なアクセスを可能とするだろうが，同時にEUの完成品輸出製品がチュニジアの市
場に参入することも意味し，その際EU製品の競争力とチュニジア製品が市場競争で残存すること
ができるかどうか，長期的に持続可能な経済成長をもたらすのかどうかといった問題は現在未解決の
ままである36。
　本章の冒頭部分においてカテゴライズした通り，モロッコ，チュニジアはその経済発展のための政
策的挺子として「開放国家資本主義」モデルを選択してきた。しかしそれがIMF・世銀の「勧告」
する諸政策規準にしたがった構造調整政策に他ならず，否応無しの国際分業体制という資本連鎖への
統合過程であったことはモロッー＝の民営化，チュニジアの自由貿易圏といった現状から明らかであろ
う。
　こうした状況は，「多くの諸国にとって，おそらく域内，域外における主要な勢力でさえ，国際分
業という“正常”な統合傾向に従う以外，発展はありえない。それは分業体制への適合，そうした制
約への服従」を示している37。かくて国際分業体制への統合の挺子がFDI誘致を如何にして行うか
という戦略に他ならず，モロッコ，チュニジア両国は90年代以降積極的にFDIを受け入れてきた。
だが近年（95年，96年）に入り両国のFDI受入額は低下傾向を示してきている（図6，8）。これはそ
もそもFDI戦略が「より重工業的な中間的水準よりむしろ，輸入代替の軽工業というはるかに低い
水準で頂点に達してしまう」ことに起因しているのではないだろうか。現在，両国は新たな経済戦略
を模索する岐路に立たされている38。
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3　アルジェリアの改革路線と債務問題
　アルジェリア政府は独立当初から国内の民間資本および外国資本の影響力に対して強力な制限を行
使してきた。政府は外国資本の国有化を基礎に，鉱業・銀行・工業，さらに農業に至るまで巨大な公
共生産部門を発達させてきた。同国の選択してきた「人民主義的国家資本主義」モデルは一時的に工
業化を促進し，技術的イソフラの整備の確立を可能にしたが，そうした工業化に必要とされた資本財
は外部世界に強く依存したままであり，さらに政府内のさまざまな政策決定機構における相克が政府
機関・企業の不合理な管理を生み出してしまった39。とりわけ，産油国であるアルジェリアが選択し
た開発戦略とは，地下天然資源の輸出収益を挺子として一挙に近代化しようとするものであり，具体
的には1970年から着手された重化学工業化戦略の発動であった40。アルジェリアの重工業化戦略は，
工業化の保護を目的とし，ナイルブームによる膨大な原油輸出収益とブーメディエソ（Houari
Boum6dienne）大統領による独裁的・強権的開発政策である「工業化のための工業」戦略（indus－
tries　industrialisantes）あったが，当初の炭化水素価格と需要の高水準での維持，同部門に対する投
資の高い経済成長といった予想に反して，世界市場におけるエネルギー価格は実質的に減少した。そ
のためアルジェリアの交易条件と輸出収益は不振し，結果的には非効率な巨大国営企業の生成と累積
債務の肥大化を招いた。したがって同国における膨大な累積債務は1970年代に追及された膨大な原
油輸出収益を見込んだ重化学工業化戦略に起因すると指摘される41。
　同戦略を遂行する上で炭化水素資源の輸出収益のみでは不充分であり，国内においては厳しい価格
統＝消費抑制政策がとられる一方，先進国から輸入される資本財および中間財輸入代金の支払いを賄
うために地下天然資源を担保にして可能な限り国外からの資金導入が図られた42。
　また，オイルショック後のエネルギー価格の実質的な低下は高いインフレ率（二桁）を招き，図
9に示されるように同国は他のマグレブ諸国（モロッコ，チュニジア）と比べ91年（25％）より急
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　　　図9マグレブ三国のインフレ率
（con8umer　prices：瓢chango　ovor　previous　yoar）
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　　　　　　　　　　　　souece：IMF　lnternational　Financial　Statistics　Yearbook（1997）より作成。
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激に悪化95年には32％にまで達した。こうした激しいインフレーションを誘発させている直接的な
要因は政府の通貨政策に起因している。同国政府は80年代の後半の政策履行に際して通貨供給を拡
大しつづけ歳費を賄ってきたのである43。
　上述のような1980年代中ごろにおける危機的状況のなかでアルジェリア政府は経済改革を開始
（1986年）した。改革の主要な点は高度な中央集権化と厳格な計画経済の分解にあったが，原油価格
の下落により炭化水素輸出収益は急激に落ち込み，輸入も抑制（前年比で34．4％に抑制）されアルジ
ェリア経済は深刻に悪化していった。アルジェリアの対外累積債務総額は80年代後半より増加の一
途を辿り，近年では1994年298億ドル，1995年327億ドル，1996年332億ドルに至っている（図3参
照）。かかる状況のなかで1989年4月にはIMFによって自由市場改革による厳格なる調整プログラ
ムが表明され1989年に4億8000万SDR，1991年には3億SDRの融資が行われ，また91年には
IMFとの協定にもとついて通貨の22％の切り下げを発表した覗。1995年5月にはIMF　（Extemal
Fund　Facility）と条約を結び，対外債務320億ドルのリスケジュールを行い，さらに180億ドルのコ
ンセッショナルターム（concessional　terms）による新規ローンを行った45。　IMFによると，経済の
自由化と市場の確立を目的とする構造改革手段は「場合によっては，スケジL一ル外でも，力ずくで
履行される必要がある」とし，政策はディナールの変動為替レートへの移行，対外貿易の自由化，奨
励金の削減，予算の赤字撤廃を包含するものである46。結局，1998年アルジェリア経済政策は最終的
にIMFスタンダードの安定化政策下のスケジュールにはいりその調整段階へと移行している。
結語
　マグレブ諸国は現在，グローバルとリージョナルという二つの世界経済における統合プロセスのな
かで様々な問題に直面している。マグレブ諸国における改革概念は，EUや国際金融組織（IMF・世
銀）からの増大するプレッシャーを受けながら，外部からの要求と調和の方向を見せ，他方で現地政
府は，市場自由主義の万能性の追求にためらいを感じてきている。皿で論じてきた通り，外国直接投
資（FDI），輸出促進，　EUからの援助，ヨーロッパ市場へのアクセスといったマグレブ諸国の戦略
は今後も展開されていくことが予想される。いずれにせよここで明白なのはいかなる地域，国家であ
ろうとももはや孤立した存在として自国の経済諸問題の解決を図ることは不可能であり，世界経済と
の関連を相互規定的に考察していかなけれぽならないということである。その意味でEUの域外へ
の統合過程，とりわけ1960年代後半に始まる地中海諸国経済圏に対する地域統合の道程は，現代の
リージョナリズムの進展を論考する上で多くの問題を提起している。本論では地中海諸国のなかでも
マグレブ三力国との経済関係を中心にして論じてきたわけだが，今後も同三力国の研究を深めていく
とともに他の地中海諸国の経済関係を分析し，EU・地中海諸国の提起するリージョナリゼーショソ
の現代的意義を論究することを課題としたい。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注釈
1モロッコ，アルジェリア，チュニジア，エジプト，シリア，レパノソ，ヨルダン，イスラエル，パレスチナ自’
　治政府，マルタ，キプロス，トルコを示す。
2Ulrike　Hauer，　Noel　Coghlan，　Michael　Green　and　Andrea　Mogni（1997），‘‘Trade　with　the　Mediterranean　coun・
　tries”，　EUROPEAIV　ECO　VOM】r，　voL　3　p．48．
3EUによる新地中海政策はEU・地中海諸国会議のほかに，　MEDINVEST（中小企業の発展促進），　Ma血
　（The　Marin－Brittan－Van　Den　Broek）（政治的対話を通した平和秩序の構築），　The　Cannes　European　Council
　（EU・地中海パートナーシップ構想，金融支援の具体化）等，様々な政策が履行されている。詳細は以下を参
　照のこと。
　　Lionel　Fontagn6　and　Nicolas　P6tidy（1997），　The　EU　and　the　Maghreb，（Paris：OECD），pp．62－5．
41shac　Diwan　and　Lyn　SqUire（1992），“Economic　and　socia1　development　in　the　Middle　East　and　North　Africa”，
　DiScussion　paper　series，　No　6．　October．
5部門別の援助額の内訳は以下の通りである。
（億ECU）
1．経済改革支援（support　for　economic　transition）
　一事業部門
　　・近代化，復興，民営化指導（規制枠組みの改善も含む）
　　・リスク負担資本
　　・職業・管理教育
　　・長期ローソ
　ー構造調整
　一インフラストラクチャー（輸送，エネルギー，電信）
2．社会経済収支支援
　一社会インフラストラクチャー（水道，衛生，電気等）
　一教育
　一保険
　一地域発展
　一環境
3．地域統合支援
　一非集中化協カ
　ーその他地域的プロジェクト
（出所）Bulletin　of　the　European　Union　Supplement　2／95，　European
　　　　Commission．より作成。
6“rtrenghening　the　Mediterranean　policy　of　the　European　Union：Establishing　a　Euro・Mediterranean　partner－
　ship”．　Bulletin　Of　the　EuroPean　Union　Supplement　2／95，　European　Commission．　pp．32－33．
7Richard　Pomfret（1986），Mediterranean∫Poliay　of　the　Europeαn　Community　：　a　study　of　discn’mination　in　trade，
　（macminan：London），p．23．
8ChevanierとKεbabdjianはEUと比して地中海諸国のもつ四つの・・ソディキャップとして①社会的政治的な
混乱状態②小規模経済と弱体な競争能力③さまざまな不均衡状態（国土面積，貧富格差，自然資源の有無イ
　ンフラ等）④市場の細分化状態を挙げており，当該領域における経済協力の困難性を強調している。
　　Agn6s　Chevallier　and　G6rard　Kebabdjian（1996），‘‘L’euro－m6diterran6e　entre　mondialisation　et　r6gionalisa・
一395一
　tion”，　Marches　Tropiαaux，　P．11，
9　Bernard　Hoekman　and　Simeon　Djankov（1996），“The　European　Union’s　Mediterranean　Free　Trade　lnitia・
　tive”，　THE　WORLD　ECONOMY，　jury　No．4．
10Poter　Hoeller，　Nathalie　Girouard　and　Alessandra　Colecchia（1998），“The　European　Union’s　trade　policies　and
　their　economic　effects”，　Economics　department　working　papers，　No．194，（OECD），pp．78－81．
11Jon　Marks（1997），“MAGHREB　QUARTERLY　REPORT”，　MiOdle　East　Economic　1）igest，　Issue　24，　jan，　pp．
　13－15．
12また理論的にはワナコット（Wonnacott，　R．　J．）が“ハブ＆スポーク”効：果（hub＆spoke　effect）を提言し，
　投資の加速化を論じている。それによると国内市場向けのSMRの投資家はEU（ハブ）への投資が促進，逆
　にEUの投資家はSMR（スポーク）への投資が促進される。そうした相乗効果を通して，統制のとれた調和
　（regulatory　harmonisation）と競争圧力のもとSMR諸国に効率と生産性の改善が生じるというものだ。
　　しかしながらEUをハブ，地中海諸国をスポークとして位置づける同見解は，地域間貿易を犠牲にした貿易
　転換効果を志向したものと考えられる。ローレンス（Robert　Z　Lawrence）によると，とりわけイスラエル，
　トルコ，中東諸国からの工業製品の輸出成長は阻害されることとなると指摘している。ゆえに貿易転換効果に
　よる損失が貿易創出，および金融・技術支援による利益と比較して相殺可能かどうかが重要な論点である。
　Robert　Z　Lawrence（1997），‘‘Preferential　Trading　Arrangements：The　Traditional　and　The　New”，　Regional
　Paitners　in　Global　Markets　：　Limits　and　Possibilities　of　the　Euro－Med、48reements，　in　Ahmed　Galal　et　al．　eds，（Unit－
　ed　Kingdom：CEPRIECES），p．29．
　　なお，H＆S効果は自由貿易地域に適応可能な理論としてLipsey，　Wonnacott（1990）によりメキシコの自
　由貿易交渉を通じて展開された。またEUは上記の理論を東欧（East－West　Europe）への適応も試みられてい
　る。以下を参照のこと。
　Lipsey，　R．　G．，　Wonnacott，　R．　J．（1990），　Canatla　and　the　US・Mexico　Free　Trade　Negohations，　Toronto：C．　D．
　Howe　Institute．
　Ronald　J．　Wonnacott（1996），“Trade　and　lnvestment　ln　a　Hub－and・Spoke　System　Versus　a　Free　Trade　Area．”．
　Alice　Enders＆Ronald　J．Wonnacott（1996），“The　Liberalisation　of　East－West　European　Trade：Hubs，　Spokes
　and　Further　Complications”，　THE　W（）RLI）ECOIVOMY，　vo1．19，　May．
13アルジェリアでは71％（1994），66％（1995）。チュニジアでは80％（1994），78％（1995）。モロッコでは64％
　（1994），65％（1995）を占めている。
　U㎞ke　Hauer　et　a1（1997），op．　cit，　p．40，　p．202．
14‘‘ke　partenariat　euro・m6diterran6en”MarchdS　Tropicaux．20　jκin　1997．　p．1354．
15Euro－Med　Tiers－Balancing　the　Relationship：http：〃www．pe－pulse．org／july－aug－97／9．htm．
16UMAはConstitutive　Assembly　of　the　Arab　Maghreb（1958），Pemanent　Consultative　Maghrebi　Committeee
　（1964）を前身として結成された。なお本論では特に注釈のない場合，マグレブ諸国と表記してモロッコ，ア
　ルジェリア，チュニジアの三力国を指す。
　Dirk　Vandewalle（1996），‘‘Uneasy　and　Unequal　Partners：AEuropean　Perspective　on　Change　and　Develop－
　ment　In　North　Africa”，　North　Afn’caヱ）evelOpment　and　Reform　ln　a　Changz’ng　Glbbal　Economy，　in　Vandewalle，
　eds．（Macmillan　Press），p．95．
17・ミンドウェルはレギュラシオン学派の立場にたち，SSAアプローチ（Social　StructUre　of　AccumUlation）を主
　張している。なおレギュラシオン学派に関しては注38を参照のこと。
　　Dirk　Vandewane，　ibid．，　p．96．
18S．　Amin（1989），“From　Etatisme　to　Capitalism：the　Crisis　of　Development　In　Turkey　and　the　Arab　World”，
　The　Mediterranean　：　Between／Aectonomy　and　Z）ependenCy，（Zed　books　Ltd．）。の分類方法に依拠した。しかしな
　がらこうした分類方法は各国の概観把握において一定の有効性があるといえるが，それ以上に各国間の経済変
　遷は多様であり慎重な各国別の分析を試みる必要があるだろう。
一396一
19World　Bank　Middle　East　and　North　Africa　Economic　StUdies（1996），Tκ腐納G励σ’屠禦吻πσπ45粥如吻一
　δ陀DeveltiPment　：Strategit　Choices　fer　the　21St　Century．　p．30．
20Commission　of　the　European　Communities（1993），‘‘The　developing　countries　in　the　1980s”，　EUR（）PEA　V
ECONOMY，　Number　52，　p．　94．
21S．　Am㎞（1989），oP，　cit，　P．53．
22構造調整ブ・グラムの理論的根拠は三つ。①輸出生産の増加は貿易収支の赤字を削減し，債務返済を促進す
　る。②外資の参入と輸出生産は強力に効率化を促す。③輸出生産による労働集約的生産のため，平等化を促進
　する。さらなる民間投資は自発的に実現され，論理は規制緩和とさらなる自由化となる。
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